





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































? ???? ?? ?
借?????????
?????????
貸借対照表
大阪市西区薩摩堀二丁目二番地
之　部
返済期限　　摘　要
二十四年
六月末
二十四年　雨宮林蔵へ
三月末　　但シ手形
　　　　　　合　計
之　部
　　　　　大和屋三平三ケ月限　　　　　より
　　　　　伊賀八蔵よ六ケ月限　　　　　り
　　　　　　合　計
　　　　差引貸付高
小川屋商店 ?
下村仙蔵へ　500，000
450，000
950，000
350，000
500，000
800，000
500，000
450，000
85，500
180，000
238，000
86，500
合計4，190，000
明治二十四年二月十一日調製
　　　小川屋、加藤善助圃
　　　　　　くらべひよう「貸方借方の対照表」
此帳面は他人との間に在る貸借のみを記入する
故に実際商人の身代が幾許あるやを知らんとせ
ぱ更に動産不動産総目録を併せて見ざる可ら
ず。（前掲書の解説の一部）
200，000
550，000
400，000
明治二十四年二月十一日調製
　　　小川屋加藤善助團
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　商法貸借対照表に関して，当時の簿記学者
の間では，相当の論議があったようであるが
その一端を知るため，とくに，つぎの資料を
掲示して参考に供する。
　　　　　　貸借対照表に就て
近来貸借対照表に関し簿記者間に起れる問題は
同表の借方を以て資産を示し貸方を以て負債を
示す簿記法上の慣例は商法の規定に衝突するも
のなるや否やの疑問なり而して甲論者は之を以
て絶対的に商法の規定に違犯するものとなし宜
しく貸方に於て資産を示し借方に於て負債を示
すべしと云ひ乙論者は両者の敦れを用ゆるも可
なりと云へり蓋し甲論者は商法の規定に於て貸
方とあるは資産を云ひ借方とあるは負債を云ふ
ものなるが故に仮令簿記法上に於ては借方に資
産を示し貸方には負債を示すべきものなるも之
を転倒せざるべからずと云ふものにして之に反
して乙論者は商法に規定せる貸借対照表は簿記
法上の同表と異り資本金勘定損益勘定を含まざ
るものなれば結局其性質の相違せるものなり而
して商法にては特に同表の形式を限定せざるに
依り簿記法上の慣例に依るも又資産を貸方に負
債を借方に記するも毫も差支なしと云ふにある
なり
　　　　　■　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　の　　　　　　　　　　　ロ　　　ロ　　　■　　　コ　　　コ　　　コ　　　’　　　ロ
余の意見は議論上にては乙論者の説を取り実行
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ロ　　　ロ　　　．　　　　　　　’　　　り　　　り　　　．　　　．　　　の　　　．　　　．　　　．　　　　　　　．　　　　　　　の　　　ロ　　　．　　　り
上に於ては甲論者の希望する処を取るにあり，
蓋し商法に於て使用せる貸方と云ふ文字は動
産不動産及び債権を示し借方と云ふ文字は債
務を示す丈に止まり簿記上の用語にて貸方借方
と云ふと雛も結局する処は普通の貸借の意義を
少し広めて動産物不動産物に迄適用したるもの
に過ぎざるが如しされば立法者の考にては貸借
対照表を以て単に動産不動産債権債務等の現状
を示さしむるにありて簿記法上の貸借の意義及
範囲如何に拘はらずと信ずるなり，故に甲論者
の云ふが如く簿記法上の慣例に従ふて調製せる
貸借対照表を以て全く違法のものとなすことを
得ざるなり，然りと雌も退て考ふるに既に商法
に於て貸方借方なる文字を使用したる以上は仮
令其貸借の意義は簿記法上に云へる貸借の意義
に非ずとするも一の貸借対照表に就き二様の貸
方借方を有するは甚だ煩はしぎことなれば甲論
者の目的とする処に従ひ資産の勘定に附するに
貸方を以てし負債の勘定に附するに借方を以て
するは甚穏当のことなるべしと考ふるなり。
元来貸借対照表は資産負債表なり，されば泰西
の簿記書にて元帳の帳尻を集めたる表を称して
Statement　of　Resources　and　Liabilitiesと称
し又各会祉の決算報苦にはAssets或はResou－
rces（資産の部）Liabilities（負債の部）の文字
を用ひ貸借の文字を用ひざるなり，殊に彼国に
ては簿記上の貸借にDebit，　Creditの丈字あ
るに依り普通の貸借と誤解するが如きことなし
と錐も我国に於ては簿記上の貸借も普通の貸借
も同一一3（字なるを以て簿記を知ざるものは之を
誤解するの虞あり，されば貸借対照表の如ぎ他
人に示すべきものには泰西の如く資産負債の文
字を用ひ貸借の二字を除くを以て最も穏当のも
のなりとするに依り余は商用簿記独学に於て資
産負債表として説明したりし訳なれども既に商
法に於て貸借対照表の文字を用ひ且貸方借方を
設くべきことを規定したるなれば宜しく同書に
示せる資産負債表に従て貸借対照表を作り資産
の部を貸方とし負債の部を借方とすべし，是実
に誤解と煩労を避るの途なり。
騰3i翻轟野騒）
　著者綾部氏の解釈には，筆者にとってその
まま肯定できかねる点もあるが，当時の学者
の論争点につき，ほぼその問題の所在を推知
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するに足るものと思う。
　また，とくに商法貸借対照表と，簿記法上
作られていた資産・負債・資本の期末在高報
告書との関係について，つぎのようにのべた
書物がある。この記述には，一見して明らか
な法文理解の上の誤りがあり，また筆者にと
って肯首し難い点も多いが，参考のために掲
げる。
　・明治29年6月（4版），藤村栄之助著「商
用簿記学原論」
　貸借対照表ヲ作ルノ手続ハ資産負債表ノ
　金額ヲ悉ク謄記シ而シテ其貸ト借ノ金額ヲ
　対照平均セシメテ貸借対照表トナス　各会
　社ニアリテノ・商法第218条の規定ニョリ1
　ケ年1回又ハ2回貸借対照表及財産目録
　（資産負債表ノ資産ノ欄ニアル金額ヲ悉ク謄記シ
　テ以テ財産目録トナス）及損益勘定ヲ公告ス
　可キノ義務アルヲ以テ年度ノ前後ノ結算ヲ
　終ルヤ各会社及銀行ハ新聞紙二公告シ以テ
　自家ノ確実ナルヲ示シ併セテ社会ノ信用ヲ
　招カントセリ
　　　　　　　　　（補説）
　原始商法と改正商法とで，「貸借対照表」
の理解の仕方につき，大きな質的な変化がみ
られることは，すでに，再三のべてきたとお
りである。大陸商法との関係で，この間の事
情を解明することは，筆者に残されたひとつ
の課題である。ここで漸定的なひとつの推論
をのべることが許されるとしたならば，筆者
は，つぎのように考えたいと思う。すなわち
原始商法第32条（前項4に掲載）は，フランス
　　　　　リ－ブル・ラソバンテ－ル原始商法の財産目録帳規定（前項4に掲載）を
うけたものであり，改正商法第26条（前項6
に掲載）は，1897年（明治30年すなわち，わが国
の商法改正の2年前）に改正された独乙改正商
法第29条（前項4に掲載）を継承したものでは
ないか。目下のところ筆者は，このように推
定している。詳細な考証は他日を期したい。
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7．原始商法における
時価評価規定とその影響
　原始商法第32条第2項では，財産目録及び
貸借対照表の評価基準として，　「当時ノ相場
　　　　モトノママ又ハ市場価直を」採用した。
　明治初年以来，わが国の実務（西欧も同様）で
は，時価を付した財産目録の存在しないこと
はもとより棚卸表の上でも，伝統的には「歴
史的原価」（historical　cost，取得原価）にょる
のが原則的な取扱いとなってきたのである。
　例えば，先掲書「簿記法原理」では，次ぎ
のようになっている。「原価ヲ以テ商品ノ店
卸目録ヲ作ルハー般商家ノ仕来リニシテ蓋シ
亦正当ノ方法ナリ」と。但し，一部には，藤
井改造著「普通商用簿記手引草」（明治20年4
　　　　　　　　　　　　　モトノママ月刊）のように，「商品ノ如キ相庭二浮沈アル
モノハ時価ヲ以テ算入スベシ」とするものも
あったが，一般には，歴史的原価基準によっ
ている。
　しかるに，商法の時価基準の採用は，当時
の実務の上にも若干反映するところがあり，
また簿記書の上でも，時価による「棚卸目録」
の作成を説明するものがあらわれたという事
情は，注目に値する。すなわち，
　明治23年（1890年）11月大蔵省令達「普通銀
行営業報告書雛形」では，次ぎのように，期
末決算における資産時価評価の手続が定めら
れている。
　「所有諸公債地金銀営業用地所建物ノ見積
時価ヲ算出シ然ル後之ヲ各自ノ勘定ニー旦売
却セルモノノ如ク記入シ之ガ売却損益ヲ現ハ
シ其見積時価ヲ次期二繰越スヘシ」。　いうま
でもなく，実質的には未実現の評価損益とみ
るべきものが，この種の帳簿操作により，表
面上は実現した売却損益の形をとることにな
っている。
　また，明治29年10月刊，勝村栄之助著「商
用簿記学原論」では，「棚卸目録（筆者注・決
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算棚卸表）」の「記入定則」として，次ぎの2
つの原則を掲げ，詳細に時価評価の手続をの
べている。その一部を次ぎに掲示する。
　　　　　　棚卸目録記入定則
第1法　元帳二記載ナクシテ受払ヲ要ス可キ勘
　定ノ時価
第2法　元帳二記載アル勘定ニシテ其時価ト差
　アル場合二於テ其時価
　棚卸目録・此帳簿ハ期末又ハ月末＝於テ結算
ヲナスノ際之ヲ製シ売残商品什器及ヒ仕払利子
受取利子又ハ前払ヲナシタル借家料同保険料等
債権債務ヲ問ハス資産負債ノ別ナク凡テ元幌二
記入ナキ残リ勘定又ハ元帳二記入アルモノニテ
モ時価二差アル勘定ハ悉ク之ヲ記入シテ時価ノ
調査ヲナシ而シテ損益表及ヒ資産負債表ヲ作ル
ノ準備トナス可シ
8．原始商法・「貸借対照表」
　　に関する学説の批判
　原始商法の貸借対照表は，英国式の貸借対
照表様式を採用したものであるという高名な
会計学者某氏の説がある。すなわち，「如何
にして貸方資産・借方負債及び資本なる非会
計的のイギリス式形式が採用されるに至った
か頗る理解し難い」のであるが，「我国に於
ても明治初年の旧商法がこの形式を採用した
ことは其の破算編の条文によって明らかであ
る」と。英国式の形式は，「資本主」を主格
とする「貸・借」の関係に立脚した勘定式（ac－
count　form）の貸借対照表であり，「勘定」
を主格とする「貸・借」の関係に立脚した一
般式（大陸式）とでは勘定式の様式における左
右の位置が逆である。業氏が，英国式をとく
に「非会計的」なりと断定する論拠が全く不
明で，筆者にとって頗る理解し難いが，この
点はさておき，既述の筆者の論旨及び史料か
らみて，某氏が原始商法第32条を正当に理解
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していないことは，もはや多言を要しないで
あろう。さらにもっと素朴・単純な質問とし
て，日常，われわれ教師が学生諸君からうけ
るものに，つぎのような意味の質疑がある。
「資産は借方項目であり，資本・負債は貸方
項目であるから，『資産』と『負債・資本』
との対照表であるのならば，貸借対照表では
なくむしろ『借貸対照表』なのではないか」
と。これらの考え方は，先掲の会計学者某氏
の説をふくめて，いずれも一知半解のそしり
をまぬがれぬ。ここで，とくに次掲の事項を
強調しておきたい。
α）貸借対照表という用語は，元来，商法用
　語として生まれたものであって，会計用語
　としての　Balance・Sheet，　Statement　of
　Assets　alld　Liabilities，　or，　Statement　of
　Affairs等の訳語ではなv・。原始商法の制
　定時以前に，一般に採用されていたこれら
　の訳語に，「平均表」「資産負債表」　「半
　季実際報告（国立銀行）」「実際年報表」「有
　物負債表」「本財借財正算表」「有物負債
　平均表」等々があり，商法制定以後では，
　折衷的な「資産負債対照表」という名称を
　用いた例もあった。
Kv）原始商法の貸方・借方とは，本来的な意
　味では，債権及び債務を意味し，原始商法
　における「貸方借方ノ対照表」もしくは，
　「貸借対照表」なるものは，財産目録の一
　部であると理解するのが正当である。
kx）明治32年改正商法以降，貸借対照表が，
　資産・負債・資本の在高報告書であるとさ
　れた揚合でも，表面的にみると，いわゆる
　英国式の様式のものがあったが，これは，
　英国の報告実務とは全く関係がない。商法
　の貸方・借方との調整を図り，かつ，「一
　般の眼をもって観察しうべき」様式に妥協
　した結果の産物であった。貸付金（資産）を
　「借方の部」に，借入金（負債）を「貸方の
　部」に掲示することは，一般入の財務表に
　対するそのullderstandability（理解能力）に
73
必ずしも適合するものとは思われなかった
のである。このような点に対する配慮は，
公表貸借対照表の上では，とくに眉立った
現象であった。この点は次項でまとめての
べる。
9．公表貸借対照表の表示様式の混乱
　原始商法の制定以後，とくに明治32年改正
商法以後は，諸会社の期末決算報告書中の資
産負債及び資本の在高計算報告書には，一般
に，「貸借対照表」という名称が用いられる
ようになっていったが，従来複式簿記の勘定
帳簿に直結して調整されてきた「資産負債表」
と商法「貸借対照表」につき若干の理解の混
乱を伴なったことは，やむを得ないところで
あった。そして勘定帳簿を誘導して作成する
在高計算報告書にも貸借対照表という名称が
一般化してきたのであるが，同時にまた，つ
ぎの事情によりその表示様式，就中公表の貸
借対照表の様式に統一を欠くような傾向をみ
せている。その事情とは，
（d）商法における「貸方」及び「借方」の用
　語法に基因する事情。
（ロ）例えば，　「貸付金」を借方の部（側）に，
　「借入金」を貸方の部（側）に掲示するとい
　う簿記の勘定を主格とした様式が，必ずし
　も容易に一般普通人の眼をもって観察しう
　べき様式ではなかったという事情。
このふたつである。
　とくに，（ロ）の事情は，商法制定時以前にも，
わが国の国立銀行の財産の在高計算書の様式
についてとくに考慮されたという実際的な経
験があった。その大略を示すと，次ぎのとお
りであった。
α｝明治6年（1873年）12月刊「銀行簿記精法」，
　この書物に例示されている香港上海銀行の
　財産在高計算報告書（statement　of　assets
　and　liabilities）は，同行が英国系銀行で
　あるにもかかわらず，一般式の様式となっ
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　ている。おそらく，精法の編訳者の配慮に
　よるものと推定される。
（ロ）明治6年制定の「国立銀行定期報告差出
　規則」では一般式である。
の　明治8年（1875年）下半期の第一国立銀行・
　第四国立銀行の場合は，表面的にみれば英
　国式となっている。
〔二）明治9年（1876年）上半期第一国立銀行の
　揚合，同年第五国立銀行の第5回報告の場
　合，いずれも表面的にみれば英国式であ
　る。
〔ホ）明治10年（1877年）制定の「国立銀行報告
　差出方規則」では，表面的にみれば英国式
　である。，
（べ　明治14年（1881年）横浜正金銀行の場合は，
　一般式である。
｛ト｝明治17年（1884年）刊行の「銀行簿記例題
　解式」（大蔵省刊）では一般式である。
（f）明治26年（1893年）5月に制定された銀行
　法施行細則雛形では，一般式を採用してい
　る。
　以上のように，英国銀行経理の強い影響下
にあった国立銀行の場合でも，必ずしも英国
式が採用されたわけではなく，また，表面上
の様式が英国式となっている揚合でも，これ
は，英国における実務慣行の直接的な影響に
ょるものではない。もっぱら先掲の「一般の
眼を以って観察し得べき」様式への配慮に基
因しているのである。
　明治38年（1905年）版の「銀行通信録」に公
告されている各事業会社の貸借対照表につい
てみるのに，次掲のような，さまざまな型の
ものがある。
（i）伝統的な一般式のもの
　　　　　　　　　　　　　　　（その1）
（その2）
?????????? ???????
t
（ii）商法型のもの
????
??????
???????
（iii）折衷型のもの
（その1）
　　　資
何　　産
　　　之
　　　部
????
??????
（その2）
???????
　　　　　貸資　　負　　方
　　　　　之
　　　　　部
本　　債
（その3）
?????????? ????
??????
10．原始商法と改正商法との断層
?????????? ???????
　原始商法は，既述したように，その一部解
実施されたのみで，明治32年6月には，破産
編を除く全面的な修正によって，改正商法が
制定された。現今の商法の母法となったもの
がこれである。
　原始商法は仏法関係者がその主流を占めて
74
財産目録・貸借対照表制度の生成経過とその問題点
いた商法編纂局の手になるものであったのに
対して，改正商法は独法関係者を中心とする
法典調査会の手になるものである。
　この原始商法と改正商法とでは，種々な点
で相異が目立つのであるが，本論文では，と
くに，次ぎの2点を究明しておきたい。
　1イ）貸借対照表の理解の仕方につき。
　回　　「計算書」の理解の仕方につき。
　㈲の点については，すでに’（前項6）で詳述
したから，ここでは端的に結論だけをのべ
る。すなわち，原始商法では，貸借対照表
（「貸方借方ノ対照表」）は財産目録（「動産不動産
ノ総目録」）とともに，完全な財産目録の一部
を構成するものであり，両者を合併したもの
が真の意味の財産目録であると解されるのに
対して，改正商法では，「財産目録」に債権・
債務を包摂するように改正されており，又同
時に，その摘要表としての貸借対照表を規定
しているのである。
　回の点については，原始商法第218条と改
正商法190条・192条の全文を併記し，かつ，
「修正案理由」に示されている修正点を示し
私見をのべてみよう。
（原始商法・第218条）　会杜ハ毎年少ナクト
モ1回計算ヲ閉鎖シ計算書，財産目録，貸借対
照表，事業報告書，利息又ハ配当金ノ分配案ヲ
作リ監査役ノ検査ヲ受ケ総会ノ認定ヲ得タル後
其財産目録及ヒ貸借対照表ヲ公告ス其公告ニハ
取締役及ヒ監査役ノ氏名ヲ載スルコトヲ要ス
（改正商法・第190条）　取締役ハ定時総会ノ会
日ヨリ1週間前二左ノ書類ヲ監査役二提出スル
コトヲ要ス
　1　財産目録　　4　損益計算書
　2　貸借対照表　5　準備金及ヒ利益又ハ利
　3　事業報告書　　　息ノ配当二関スル議案
（改正商法・第192条）取締役ノ・第190条二掲
ケタル書類ヲ定時総会二提出シテ其承認ヲ求ム
ルコトヲ要ス
取締役ハ前項ノ承認ヲ得タル後貸借対照表ヲ公
告スルコトヲ要ス
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　以上の条文を比較してみて，まず気がつく
ことは，第1に，改正法では，財産目録公告
の義務が免除されていることであるが，この
点につき，　「修正案理由」では，「財産目録
ハ浩溝二亘リ之ヲ公告スヘキモノトスルハ苛
酷二失スル」　（「商法改正理由」第192条・商法修
正案）とのべている。この点につき私見では
疑義があるが，この論文ではのべない。第2
の改正点は，改正商法・計算書類中の第4号
「損益計算書」であるが，この点につき「修
正案理由」では，原始商法（旧商法）第218条で
「計算書」とあるものが，「損益」の「計算
書」であることは疑を容れる余地がないから，
この改正では，損益計算書と改めた旨を明ら
かにしている。
　上の第2の改正点は，「修正案理由」のと
おり受けとってよいものであろうか。筆者に
は疑わしいように思われる。以下その理由を
明らかにしたい。
　損益計算書という名称そのものは，改正商
法以前には，必ずしも一般的ではない。筆者
の推定では，この用語は，おそらく，明治初
年以来最も一般的であった「損益表」という
名称と，商法の「計算書」という名称とが，
改正商法の上で合成されたものと思われるが
問題は，このような名称の如何ではない。問
題は，原始商法の「計算書」（官版・英文商法
ではstatement　of　the　accountとなっている）と
は何であるか，ということである。「修正案
理由」のいうように，それが損益の計算書な
のであろうか。果して然らば，「計算書」す
なわち「損益計算書」を，会社の計算書類の
冒頭に第1号として掲示している原始商法・
第218条は，商法の法理念に照して果して不
自然ではないであろうか。私見を端的にのべ
るとつぎのとおりである。原始商法・第218
条の冒頭に掲示してある「計算書」とは，帳
簿に直結し，これを誘導して作成する「財務
諸表」を意昧するものである。従って，複式
簿記法を採用している場合では，まさに，
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balance・sheet（「貸借対照表」）及びprofit　and
loss　statement（「損益計算書」）等の財務諸表
を指すものである。また，複式簿記法を採用
してv・ないと仮定すれば，例えば，charge
and　discharge　statementのようなものを考
えてもよいのである。このように解釈するの
が妥当である。既述の「貸方借方ノ対照表」
の解釈を加味して，法第218条を筆者なりに
解釈すると次ぎのようになる。
1
2
3
」??
「計算書」（但し，複式簿記を採用）
　　　　　　バラソス．シ　ト　　　　　1貸借対照表
　　　一國一＼積フ塞講籍ステート”ト
事業報告書
処　分　議　案
　改正商法の「修正案理由」が，「明治23年
商法第218条には単に計算書と日ふと錐も其
の損益の計算書を指すものなること疑を容れ
ざるをもって，本条はこれを改め損益計算書
となしたり。」とのべているのは，すくなく
とも，法的にみてつじつまの合わぬ解釈であ
り，さらに，原始商法・「計算書類」の体系
からみても正当な解釈ではない。
　以上に指摘した所からみても，原始商法と
改正商法との間には，本質的な理解の断層乃
至認識上の大きな飛躍を認めることができる
と思われる。
11．銀行財産目録制度の沿革
　明治23年8月法律第72号によって，いわゆ
る「私立銀行」並びに「銀行類似会社」に関
する法規として，かねて懸案の「銀行条例」
が制定された。同条例は全文11条よりなるも
のであったが，その第3，4条に次の規定があ
った。
76
　第3条銀行ハ毎半箇年営業ノ報告書ヲ製
　　シ地方長官ヲ経由シテ大蔵大臣二送付ス
　　ヘシ
　第4条　銀行ハ毎半箇年財産目録貸借対照
　　表ヲ製シ新聞紙其他ノ方法ヲ以テ之ヲ公
　　告スヘシ
　ついで，明治26年5月に省令第7号により，
「銀行条例施行細則」が発布され，この細則
によって，「営業ノ報告書」の調製に際して
準拠すべき附属雛形が定められ，その第6号
書式・第11号書式によって，総資産目録とし
ての内容をもった「銀行財産目録」の雛形が
法定されることになったのである。
　銀行財産目録を解説して，施行細則・（備
考）は，次のようにのべている。
　「財産目録ハ，決算当日二於ケル銀行ノ現
在資産ノ数量価格等ヲ示スモノニシテ本店並
二各支店ノ分ト本支店ヲ合シタル分ト各別二
調製スヘシ」
　銀行財産目録について，とくに注目すべき
点をあげると，次ぎのとおりである。
　（d）商法「動産不動産ノ総目録」（財産目録）
　　が，不完全な物権的な資産目録であるの
　　に対して，銀行財産目録は，完全な総資
　　産目録であること。
　｛ロ）銀行財産目録は，「負債」（消極財産）を
　　ふくまないこと。従って完全な意味での
　　財産目録ではないこと。
　？・）上掲のように，施行細則によって，そ
　　の雛形が示されていること。
　〔二）新聞紙その他の方法で公告することが
　　義務づけられていること。
　｛ホ】毎事業年度の「営業報告書」として，
　　貸借対照表・損益表とともに，大蔵大臣
　　に提出する計算書類のひとつであるこ
　　と。
　銀行財産目録の「雛形」（第6号様式のものを示
す。第11号様式のものは，同じ内容のもので縦書と
なっている。）を示すと，次ぎのとおりである。
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財産目録（第六号）
明治何年在月昇加
種 剰摘 要i金額
貸付金証書
当座預金貸越
割　引　手　形
荷為替手形
国　債　証　券
地方債証券
他　店　へ　貸
営業用地所
営業用家作土蔵
営業用什器
払込未済資本金
金　銀　有　高
合 計
三　十　通
二　十　口
三　十　枚
十　五　枚
券面七千円
券面二千円
何　箇　所
三　百　坪
三棟建坪七十坪
金匝外何点
現株主三十名株式二二
千株　又ハ社員幾名
29，gooiOOO
1，300層O00
51，471；000
4，300000
5，506iOOO
2，000000
29，5241000
　80σ000
1，200、000
　250：000
50，0001000
35，987000
212，238：000
　曜何嘉鴫
　　　　　　　　何　銀　行　團
（筆者注）　財産目録は，一定時点の静態表である
　から，この雛形の頭書日付（明治何年六月三十
　日～十二月三十一日）は正しくない。
　明治6年，国立銀行創業以来，草創期のわ
が国会計制度の発展に，指導的な役割を果し
てきた銀行会計の領域で，わが国で最初の，
そして，唯一の「財産目録」（正しくいえば，
「総資産目録」）の法定雛形が定められたこと
は，まことに画期的なことであった。その影
響の大きかったことはいうまでもない。
　大蔵省は，先掲の条例第4条の「公告」を
督励する主旨で，「明治29年1月省達第149
号」により，各地方長官あてに，次ぎの布達
を行なっている。
大蔑省達第149号北海道庁府県（沖縄県
ヲ除ク）私立銀行ノ財産目録貸借対照表ノ儀ハ
銀行条例第4条ノ規定ニヨリ公告スヘキハ勿論
ノ処万一右ノ手続ヲ為サス自然等閑二付スルニ
於テハ不都合二候条此際一層注意ヲ加へ客年下
半期ノ分ハ勿論向後ハ渾テ公告ヲ為シタル新聞
紙ヲ差出サシムヘシ
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　この布達は明治31年12月に廃止されたので
あるが，その事情について，明治財政史（第
12巻）は，次ぎのようにのべている。
「銀行設立爾来日ヲ逐フテ増加スルニ及ンデ
仮令各銀行ヲシテ其財産目録，貸借対照表等
ヲ広告シタル新聞紙ヲ呈出セシムルモ精密ノ
調査ヲ逐クル克ハサルノミナラス爾来政府監
督ノ精神モ稻々徹底シテ又新聞紙ヲ呈出セシ
ムル必要ナキニ至リシヲ以テ明治31年12月13
日大蔵省達第3，491号ヲ以テ前記布達ヲ廃止
セラレタリ」（同書694頁）
　銀行財産目録の公告に関する布達の廃止さ
れた翌年，明治32年3月には，商法に一部改
正が加えられ，「財産目録ハ浩溝二亘リ之ヲ
公告スヘキモノトスルハ苛酷二失スル」（「商
法改正理由」第192条・商法修正案）との理由で，
法218条で株式会社に課せられていた「公告ユ
義務は，財産目録に関する限り廃止されるこ
とになった。銀行条例第4条は，商法の財産
目録及び貸借対照表の公告義務に関する規定
に準拠して設けられたものであったから，明
治32年の商法の一部改正によって，前掲第4
条中の「財産目録」を削除するという修正が
加えられ，銀行財産目録の「公告義務」が廃
止されることになった。かくして，明治33年
1月の銀行条例の改正によって，銀行は財産
目録公告の義務をまぬがれることになったの
であるが，「銀行条例施行細則（第1次明治
26年5月，第2次明治32年6月に制定）で大蔵大
臣に提出する計算書類中には，財産目録がふ
くまれていた。ところが，明治33年1月の条
例改正の直後，明治33年3月大蔵省令第3号
によって，「銀行条例施行細則」の一部に重
要な改正が加えられ，極めて注目すべき措置
がとられた。
　すなわち，明治26年5月に同施行細則が制
定されて以来，一貫して，大蔵大臣に提出す
る「営業報告書」の一部として，調製・提出
することを命じられていた「財産目録」が，
この改正によって，削除されたことである。
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　かくして，明治23年8月制定の「銀行条例」
第4条による財産目録公示の義務は，明治33
年1月の改正によって削除され，さらに，明
治26年5月の「銀行条例施行細則」によって
雛形が定められ，「貸借対照表」並びに「損
益表」とともに，大蔵大臣に提出することを
義務づけられていた「財産目録」は，先掲の
公告義務の廃止に後れること僅か2ヵ月の明
治33年3月に至って，その提出義務を削除さ
れることになったのである。
　爾来，大正5年5月制定の「銀行条例施行
細則」においても，また，昭和2年11月制定
の「銀行法施行規則」においても，同様に，
毎事業年度業務報告書中には，「財産目録」
はふくまれていない。従って，今日，銀行財
産目録の調製は，株式会社たる資格によって
商法がその作成・備付を銀行に義務づけてい
るだけである。
12．要約と結論
　明治初年以来，外来の複式簿記法を基調と
1して次第に完備した姿をととのえるようにな
っていった国立銀行統一会計制度と官庁会計
制度とは，ともに強力な推進者となって，当
時新興の諸会社の経理をはじめとして着実に
ひろく企業会計制度の近代化をおしすすめて
いった。明治中期に至るこの十数年間こそは
わが国における企業・非企業をふくめたひろ
く会計制度近代化の草創の時代であったとみ
ることができるのである。そして，とくに重
要なことは，この時期を通じてわが国の「企
業会計制度」は，英米系統の経理体制の圧倒
釣な影響下にあったという事実である。
　明治23年（1890年）4月，フランコ・ジャー
マン法〒i大陸商法）の直接的な影響をうけたわ
が国で最初の商法（便宜上，本論丈では「原始商
怯」という）が制定されたが，ここに，大陸系
商法の継承を通じて大陸系統の経理体制が新
元に移植されることになったので，ここに，
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従前から支配的であった英米系統の経理体系
と，新たな原始商法を媒介とする大陸系統の
経理体系との両者の混交がおこり，とくに明
治末葉までの過渡的時期においては，種々な
混乱が生ずるに至った。その焦点に立ったも
のは，いうまでもなく，商法・「財産目録制
度」である。英米の実務慣行並びに法制度の
もとでは，会計の報告領域における総財産の
目録を欠いている。従って，原始商法制定以
前のわが国の企業会計制度のもとでは，会計
の計算・記録の領域において，「決算棚卸表」
という部分的な財産目録（「店卸目録」その他の
名称のもの）を調製することはあっても，報告
領域においては網羅的な財産の総目録はいう
までもなくまったくこれを欠いていたのであ
る。また，資産・負債及び資本の期末在高計
算報告書を，複式簿記法にもとつく勘定帳簿
を誘導して作成した場合，この種の報告書を
「平均表」・「資産負債表」・「実際年報表」・
「半季実際報告」・「本財借財正算表」等と称し
ていた。いうまでもなく，今日では一般に，
この種の在高報告書のことを「貸借対照表」
と称している。この用語は，原始商法で採用
された名称であるが，とくに重要なことは，
原始商法における「貸方借方ノ対照表」　（貸
借対照表）なるものは，現今のいわゆるBa－
lance－Sheet，　or，　Statement　of　Assets　and
Liabilities，　Capital　Statement，　State1皿ent
of　Fillancial　Position，　Position　Statement，
等に相当するものではなかったという事実で
ある。
　本論文において，実証史料を提示して詳細
に分析したように，原始商法における「貸方
借方ノ対照表」とは，「貸方」（当方よりの貸）
すなわち「債権」と，「借方」（当方の借）すな・
わち「債務」の対照目録であるとするのが，
すくなくとも原始商法の法的解釈としては，
最も本源的な理解であるといってよい。すな
わち，原始商法・貸借対照表なるものは，同
商法の「動産不動産ノ総目録」とともに，完
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全な財産目録の一部を構成するものである。
換言すればこの両者を合体したものが，完全
な財産目録であり，従って「動産不動産ノ総
目録」及び「貸方借方ノ対照表」を規定した
　　　　　　　　　　　　　　ビラ　ソ法第32条は，財産目録とその摘要表たるい
わゆる貸借対照表に関する規定ではなく，そ
の実は，財産目録（完全な）に関する規定，即
ち，1673年の仏商法以来，大陸法の基幹をな
したIivre　1’inventaire　r財産目録帳」に関
する規定を継承したものであると理解せねば
ならぬ。
　財産目録とは動産不動産のような物権的財
産のみならず債権・債務をも包摂するもので
　　　　　　　　　　　　　ビラ　ソあり，また，貸借対照表はその摘要表であると
いう建前が，法的に明確になったのは，明治
32年（1899年）の改正商法においてであった。
原始商法とこの改正商法との間では，その法
的理念においてもまたその解釈においても，
大きな断層があり認識上の大きな飛躍があ
る。この間の事情を解明し，当時の研究家及
び実際界の理解の仕方を検討し分析すること
はわが国の財産目録制度の生成及び展開過程
の研究にとって，とりわけて重要である。こ
の論文は，実証的史料にもとついて，これら
の事情を解明し，大陸商法の継承による財産
目録制度のわが国におけるその特異な展開過
程を分析しようとこころみたものである。
　明治23年原始商法の制定時以前から，複式
簿記を基調とし，誘導法によって作成されて
きた「資産負債表」の実務と，商法（とくに
明治32年の改正法）・貸借対照表との調整問題
は，当時の学者・実務家にとって，最も苦心
の存するところであったが，明治末葉頃まで
の過渡的時代におけるその動向も，この論文
では取扱っておいた。また，実務の面で，そ
の影響の大きかった銀行財産目録（その内容
からいえぱ総資産目録）の沿革については，　と
くに別項を設けて概説した。
　大陸系商法を継承したわが国財産目録制度
は，原始商法の立法当事者の意図が十分に理
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解されないままに（あるいは，立法当事者にも
その意義が充分に徹底しないままに），甚だ曖昧
な形で発足しており，しかも，当時いち早く
法定された銀行財産目録の雛形は，総資産目
録としての内容をもったものであったがため
に，いっそう実際界での混乱は甚しかった。
　財産目録の公告義務は当初は，とくに商法
公告規定を継承した銀行条例第4条の遵守を
督励する主旨の通達（前掲11）にもみられるよ
うに，その励行が一般に強く行政指導されて
きたのであるが，明治31年（1898年）12月には
銀行条例におけるその公告義務が廃止され，
つづいて翌年には商法の改正により，「財産
目録ハ浩溝二亘リ公告スヘキモノトスルハ苛
酷二失スル」という理由で，株式会社に課せ
られていたこの公告義務は，全面的に廃止さ
れている。「浩溝二亘ル」ほど充実した財産
目録を作成する会計慣行が当時すでに出来上
o．ていたとは，到底考えられない。先掲の銀
行財産目録の雛形（前掲11）をみても，その記
載事項から推して，浩灘な財産目録が作られ
ることは，おそらく期待できぬといってよい
と思う。周知のように，昭和37年の改正商法
では，株主総会に提出する「計算書類」のう
ちから，その第1号「財産目録」が除外され
ることになっている。そしてこの改正は，財
産目録がその内容からみて，株主総会におい
て審議することが不適当であるという配慮に
よるものであろう。しかし，今日まで，公告
義務の遂行に不適当なほどの「浩欝」な財産
目録，そして，株主総会における審議が不適
当と考えられる程の明細な財産目録，いいか
えると，まさにその名に価するような「財産
目録」なるものが，果して，わが国の場合に
現実に作成されたことがあったであろうか。
いうまでもなく，その答えは「否」である。
商法規定は，この財産目録条項に関する限
り，当初から今日まで，完全に空文化されて
きた。財産目録制度が，商法条文の字づらの
上だけに，僅かにその命脈を保ってきたとい
財産目録・貸借対照表制度の生成経過とその問題点
う現実は，わが国会計制度の発展史的な研究
にとってはもとよりのこと，その現状分析的
乃至その展望的な検討にとっても，同様に，
極めて重要な意味をもっているといわねばな
らぬ。筆者がこの論文において，とくにこの
制度の生成並びに展開の過程を解明しようと
こころみたゆえんである。
　　　　　　　　　　　　　　　　（以上）
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